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要 約 
日本全国に適用できるスペクトル増幅率の簡便な推定方法の提案を目的として、先名・他(2008)
のスペクトル増幅率を推定する関係式を使い、微地形区分が判明している地点の常時微動観測

記録を用いて各微地形区分での平均スペクトル増幅率を計算した。さらに、スペクトル増幅率

に比較的大きなバラツキがみられるものに対しては、河川からの距離や山地・台地系微地形区

分等からの最短距離を考慮して微地形区分の細区分を行い、平均スペクトル増幅率を求め、そ

の形状をモデル化した。作成されたモデルを用い、2007年新潟中越沖地震を対象として、各観

測地点の微地形区分に対応するスペクトル増幅率モデルを、Kanno et al.(2006)の距離減衰式か

ら推定した工学的基盤相当での応答スペクトルに乗じることにより、地表における応答スペク

トルを推定した。推定された応答スペクトルは、多くの地点で観測記録との対応が良く、本手

法が、日本全国任意地点の応答スペクトルを簡易に推定するための有効な手法であることが確

認された。 
 

キーワード：スペクトル増幅率、微地形区分、応答スペクトル、常時微動、H/V スペクトル比 
 
 
１． はじめに 
 
地震による地表面の地震動分布の推定は、耐震設計や防災計画などの基本条件となるばかりでなく、地震

発生後の被害推定や緊急対応においても重要である。特に、近年における地震被害想定や緊急地震速報シス

テムなどの高度利用を考えると、広域の地震動分布を簡便に推定する方法が望まれる。地震動の強さは、主

に、震源特性、伝播特性、地盤特性の影響に支配される。地震動分布を簡便に推定する方法として、距離減

衰式があり、地震記録の統計解析により様々なモデルが提案され、地震動予測地図等に多用されている。こ

れらの多くは、最大加速度、最大速度、計測震度などの地震動強さについてのものであり、地震動の応答ス

ペクトルに対するものは少ない。 
応答スペクトルの距離減衰式での地盤増幅率の評価として、Boore et al.(1997) 1）、内山・翠川(2003)2)、Kanno 

et al.(2006)3) 等の研究があげられる。これらの研究では、過去に得られた地震記録の回帰分析等により、地盤

の平均 S 波速度や大まかな地盤分類に応じてスペクトル増幅率を評価している。しかしながら、評価された

スペクトル増幅率は平均的なものであり、地点毎の地盤の卓越周期の違いを詳細に評価することは困難であ

る。そこで、先名・他(2008) 4)は、地点毎の卓越周期の違いを反映した増幅特性の評価法を提案した。これは、
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距離減衰式から求めた工学的基盤相当での応答スペクトルに対する観測記録の応答スペクトルの比からスペ

クトル増幅率を求め、これと常時微動のH/V スペクトル比との関係を微地形区分毎に検討し、常時微動のH/V
スペクトル比からスペクトル増幅率を推定するものである。 
しかし、この手法はスペクトル増幅率を計算する地点において、必ず常時微動の測定を必要とするため、

広域について面的に強震動予測を行う場合、強震動予測計算範囲内において膨大な数の微動測定を実施する

必要がある。例えば、日本全国を標準地域メッシュ（約 1km メッシュ）の解像度で一律にスペクトル増幅率

の分布を求めるには、約 38 万点に対して微動測定を実施する必要がある。本研究では、既往の平均 S 波速度

や大まかな地盤分類に応じたスペクトル増幅率の評価法の改良を目指して、先名・他(2008)で提案したスペク

トル増幅率の計算方法を利用して各地点でのスペクトル増幅率を評価し、より細分化された地形・地盤分類

毎にその特性を検討し、日本全国に適用できるスペクトル増幅率の簡便な推定方法の提案を目的としている。

なお、本論文においては、以降、地形・地盤分類を微地形区分と呼ぶ。 
 
２． 使用したデータについて 
 
先名・他(2008)は、Kanno et al.(2006)による応答スペクトルの距離減衰式から求まる工学的基盤相当での応

答スペクトルに対する観測記録の応答スペクトルの比をスペクトル増幅率と定義した。これと常時微動のH/V
スペクトル比からスペクトル増幅率を推定する関係式を提案した。この関係式を用いて、微地形区分が判明

している地点の常時微動観測記録から、微地形区分毎のスペクトル増幅率を計算することができる。 
常時微動観測は、防災科学技術研究所におけるK-NETおよびKiK-net観測点全点の計1709点の観測を行い、

これらを観測点の微地形区分毎に整理した。さらに、数が少ない微地形区分でのデータを補うために 93 地点

で追加の微動観測を行った。なお、微地形区分は各観測点位置に対して 1/5 万地形分類図から判読し、さらに

土質柱状図がある地点はその情報を参考にした。その結果、K-NET については、全 1029 観測点中 509 観測点、

KiK-net については 680 観測点中 435 観測点、合計 1037 点を評価する観測地点とした。観測およびデータの

解析に関しては、先名・他(2008)を参照されたい。 
表１に、若松・他(2002)6)の地形・地盤分類による微地形区分 ID の 1p から 19 に対する常時微動観測点数を

示す。また、先名・他(2008)で、スペクトル増幅率が検討された各微地形区分での地震記録数も示す。この表

より、常時微動観測数は全ての微地形区分において 10 個以上のデータが存在していることがわかる。一方、

地震記録については、10 観測点未満となる微地形区分が、評価する微地形区分全体の約半分の 9 区分もあり、

微地形区分 ID = 14（旧河道）については対応する観測点がない。この地震記録数では、スペクトル増幅率を

統計的に評価する上で十分とは言い難い。そこで、本研究では、常時微動の観測記録を用いて各微地形区分

でのスペクトル増幅率を検討することとする。データを使用した常時微動観測点の分布を図１に示す。観測

点が全国に分布していることがわかる。なお、埋立地の 55 地点のデータの内の 35 地点は東京湾沿岸のデー

タであり、分布に地域的な偏りがある。そこで、地域的偏りの影響について検討するため、これを 20 地点に

減らして解析したが、結果はほとんど変わらなかったことを確認している。 
 

 
  

 
 
 
 
 
 
 

表１ 各微地形区分毎の地震観測点および常時微動観測点個数 
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1_山地
2_山麓地
3_丘陵
4_火山地
5_火山山麓地
6_火山性丘陵
7_岩石台地
8_砂礫質台地
9_ローム台地
10_谷底低地
11_扇状地
12_自然堤防
13_後背湿地
14_旧河道
15_三角州・海岸低地
16_砂州・砂礫州
17_砂丘
18_干拓地
19_埋立地

0

0

3

 

 

 

３．H/Vスペクトル比のスペクトル増幅率への変換 

 
表１に示す常時微動観測点全点のH/V スペクトル比を、先名・他(2008)の定義するスペクトル増幅率 ( )jc T

に変換する計算を行った。スペクトル増幅率への変換は、式(1)に示すように常時微動の H/V スペクトル比

図１ 微動観測データを使用した観測点における微地形区分 

（K-NET、KiK-netおよびその他の微動観測点） 
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( )jHV T を、先名・他(2008)に示される kα および ' ( )m Tβ の補正倍率で割ることにより得られる。 ( )jc T は、

Kanno et al.(2006)による距離減衰式から求まるAVS30 が 300m/s 程度の地層でのスペクトルに対する各地点で

のスペクトルの比で定義され、対象周期は 0.1～2.0 秒である。 
 
 

(1) 
 
 
ここで、 

( )jc T  ：観測点ｊにおけるスペクトル増幅率 
( )jHV T  ：観測点ｊにおける微動のH/V スペクトル比 

kα  ：観測点ｊに対応する微地形区分k における補正倍率 α 
' ( )m Tβ  ：観測点ｊの微地形グループm における補正倍率 0( / )m T Tβ を観測点での H/V スペクトル比のピ

ーク周期 0T でT に変換したもの 

である。なお、ここで示される微地形グループとは、先名・他(2008)による微地形グループＡ（山地系微地形

区分：微地形区分 ID = 1～7）、グループＢ（台地系微地形区分：微地形区分 ID = 8～11）、グループＣ（平地

系微地形区分：微地形区分 ID = 12～19）のことである。 

 
さらに、各微地形区分 k における kq 個のスペクトル増幅率 ( )jc T に対する平均スペクトル増幅率 ( )k Tγ を式

(2)より計算する。 
 
 

                         (2) 
 
 
各微地形区分（ID = 1p（山地（先第三系））～19（埋立地））に計算された平均スペクトル増幅率 ( )k Tγ の

結果を図２に示す。式(1)の対象周期は 0.1～2.0 秒であるが、ピーク周期が 0.1 秒以下の場合があるので、ここ

では参考のため、より広い周期範囲のスペクトル増幅率を示している。図の赤線が平均値 ( )k Tγ を、点線が

その±１σ を示す。また、各微地形区分における平均スペクトル増幅率の卓越周期、その増幅倍率を表２に示

す。また、対象周期範囲のうち地震工学的に重要と考えられる 0.2～2.0 秒における対数標準偏差の平均値も

示してある。これによると、山地系微地形区分（微地形区分 ID = 1～7）においては、卓越周期が 0.08～0.17
秒で増幅倍率が 0.7～1.4 倍、対数標準偏差の平均値が 0.1 前後である。台地系微地形区分（微地形区分 ID = 8
～11）においては、卓越周期が 0.11～0.17 秒で増幅倍率が 1.2～1.6 倍、対数標準偏差の平均値が 0.13～0.16 で

ある。 
低地形微地形区分（微地形区分 ID = 12～19）においては、データ数が 10 個とやや少ない微地形区分 ID = 17

の砂丘を除くと、卓越周期が 0.5～1.1 秒、増幅倍率が 2.0～2.8 倍、対数標準偏差の平均値が 0.16～0.19 であり、

山地系および台地系微地形区分に対し、周期がより長くなり、増幅倍率もより大きく、対数標準偏差の平均

値も大きくなるといった違いがみられる。山地系微地形区分および台地形微地形区分で対数標準偏差の平均

値が小さいのは、0.2 秒よりも短い周期でピークを持つことが多いため、特徴的なピークの少ない 0.2 秒以上

の対数標準偏差の平均値が小さいためと考えられる。一方、低地系微地形区分では、0.2 秒以上で卓越周期を

持ち、地点毎に卓越周期の変動があることが多く、そのため、バラツキも大きくなると考えられる。 
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平均スペクトル増幅率 

平均スペクトル増幅率の±１σ 

図２ 全微地形区分におけるスペクトル増幅率分布図 
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４．地形・地盤分類および地理的指標に基づくスペクトル増幅率のモデル化と結果の検証 
 

前章で低地系微地形区分で卓越周期に変動が大きいことにより、対数標準偏差が大きくなることを示した。

低地系微地形区分では他の微地形区分に比べて増幅率は大きく、その評価はより重要である。そこで、スペ

クトル増幅率の予測精度を向上させるため、対数標準偏差の比較的大きい低地系微地形区分のものについて、

微地形区分の細区分について検討する。 
 
4.1 スペクトル増幅率と地理的指標の関係に基づく微地形区分の細区分の検討 

スペクトル増幅率評価のための微地形区分の細区分を行うため、対数標準偏差の平均値が大きい低地系微

地形区分（微地形区分 ID = 12（自然堤防）、ID = 13（後背湿地）、ID = 14（旧河道）、ID = 15（三角州・海岸

低地）、ID=16（砂州・砂礫州）、ID = 17（砂丘）、ID = 18（干拓地）、ID = 19（埋立地））の 8 区分について、

以下に示す地理的指標によるパラメータ等と卓越周期との相関を検討した。まず、既往の研究である、微地

形区分とAVS30 との相関を検討した研究（翠川・松岡(1995)8）、藤本・翠川(2003)9)、松岡・他(2005)）の地理

的指標と微地形区分との関係を参考に、a）標高、b）平均傾斜角、c）河川からの最短距離、d）山地系および

台地系微地形区分（微地形区分 ID = 1p～11）と、対象とする微地形区分（微地形 ID = 12、13、14、15、16、
17、18、19）との最短距離、e）自然堆積系微地形区分（微地形区分 ID = 1～17）と、対象とする人工地盤系

微地形区分（微地形区分 ID = 18、19）との最短距離、について検討を行った。 
a）標高および b）傾斜については、「日本全国地形・地盤分類メッシュマップ」7)の基準地域メッシュ（約

１ｋｍ四方）毎に与えられており、ここでは中央値を採用した。c）の河川からの最短距離については、既往

研究 5),8),9)と同様に、国土数値情報の河川流路データを用いて、一級および主要二級河川からの最短距離を計

算した。d）山地および台地系微地形区分からの最短距離については、第四紀完新世に形成された主に低地系

微地形区分の堆積層下にある比較的硬い層（工学的基盤相当層）までの深さとの相関があるものと期待して、

ここでは、山地および台地系微地形区分（1p～11）の属性を有するメッシュまでの最短距離を利用すること

とした。e）自然堆積系微地形区分（1p～17）については、人工的な地盤（微地形区分 ID = 18、19）は、概ね

海浜・湖沼周辺に多いため、旧汀線からの最短距離に近いと考えられる自然堆積系微地形区分までの最短距

離と埋め立て深さとの相関を期待して、自然堆積系微地形区分（1p～17）の属性を有するメッシュまでの最

短距離を利用することとした。検討の際には、上記に示す最短距離とスペクトル増幅率に変換する前の常時

微動のH/V スペクトル比について、ピーク周期を同定しやすい、H/V スペクトル比のピーク値が 2.5 倍以上の

ものを用いた。 

表２ 各微地形区分の平均スペクトル増幅率における平均卓越周期、増幅倍率および 

0.2～2.0秒における対数標準偏差平均値一覧 
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図３ 微地形区分ID = 13（後背湿地）、15（三角州・海岸低地）、19（埋立地）におけるスペクトル増幅率の

ピーク周期と最短距離との関係（○の色は、H/Vスペクトル比の卓越周期の倍率を表す。ID = 13については、

山地・台地系微地形区分からの最短距離、ID = 15については、河川からの最短距離、ID = 19については、

自然堆積系微地形区分からの最短距離をそれぞれ示す）。なお、図中の黒点線は最小二乗法による近似直線、

Rは相関係数をそれぞれ示す。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

表３に、対象とする微地形区分でのスペクトル増幅率のピーク周期と各パラメータとの相関を示す。これ

らの分布をみると、ほとんどが相関係数 0.5 程度以下であるが、相対的に高い相関係数を示すものは、ⅰ） 微
地形区分 ID = 13（後背湿地）における微地形区分 ID = 1p～11 の山地・台地系微地形区分との最短距離の関係、

ⅱ）微地形区分 ID = 15（三角州・海岸低地）における河川からの最短距離との関係、ⅲ）微地形区分 ID = 19
（埋立地）における自然堆積系微地形区分（1p～17）およびⅳ）微地形区分 ID = 19（埋立地）における山地・

台地系微地形区分との最短距離の関係の４つとなった。これらの相関係数は 0.61 から 0.72 とそれほど高いも

のではないが、他のものが 0.52 以下であるのに比べて差があるため、検討を行うこととした。このうち、ID = 
19 については条件をみたすものが２つあるが、うち相関係数の良い方のⅲ）を検討の対象とした。図３にⅰ）、

ⅱ）、ⅲ）について卓越周期と各種最短距離との結果を示す。図に示すシンボル○の色は、H/V スペクトル比

の卓越周期での増幅倍率を表す。 
これらの微地形区分の細区分について検討を試みた。細区分を行うにあたり、スペクトル増幅率と最短距

離との関係を確認するため、スペクトル分布を最短距離について面的に表現したものを図４に示す。図４に

示す３つの微地形区分のうち、まず、微地形区分 ID = 13（後背湿地）については、最短距離 2km を境界とし

て赤色で示される 3 倍以上のピーク値が 0.5～0.8 秒から 0.7～1.5 秒に変化しているため、ここでは最短距離

2kmを境界として、2km以下を微地形区分 ID = 13a、2km以上を 13b として区分した。なお、図４のコンター

図は必ずしも十分な数のデータから描かれたものではないため、閾値は目視で定めた。 
微地形区分 ID = 15（三角州・海岸低地）については、河川からの最短距離について全体的に距離が大きい

（河川から離れる）ほど短周期側にピークが移動していくことが確認できる。また、図中のオレンジまたは

赤色で示したスペクトル増幅率 2.5 倍以上の領域について、黒点線で示した最短距離 0.75km 付近を境界とし

て 0.2 秒程度の差異が見られるため、ここでは 0.75km以上を微地形区分 ID = 15a、0.75km以下を 15b として

区分した。微地形区分 ID = 19（埋立地）については、最短距離と周期の関係が比較的明瞭で、距離が大きい

表３ 微地形区分における各条件パラメータa)～e)とピーク周期の相関（数字は相関係数） 
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ほど長周期となる傾向が確認できる。また、2km 未満で、スペクトル増幅率が 2 倍以上の黄色の分布がほと

んど確認できないのに対し、2km 以上においては、0.7 秒から 1.5 秒付近に黄色で示す 2.0 倍以上の分布が確

認できるため、ここでは黒点線で示した 2km以下を微地形区分 ID = 19a、2km以上を 19b として区分した。

上記の区分設定についてそれぞれ平均スペクトル増幅率を計算した。微地形区分 ID = 13、15、19 以外の微地

形区分については、区分を行わず１つの平均スペクトル増幅率とした。なお、細分化の際の閾値の設定を目

視で行っていることや標準偏差の比較的大きな微地形区分 ID = 16～18について細分化していないことなどの

課題も残っているが、後述するように、微地形区分 ID = 13、15、19 を細分化することで、細分化しない場合

に比べて統計上有意に精度が向上していることを確認している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 各微地形区分におけるスペクトル形状のモデル化 

各微地形区分 k における平均スペクトル増幅率の形状について、4.1 で微地形区分を細区分したものを含め

て合計 23 区分について式(3)に示す４次関数にて平滑化を行いモデル化した。 
 

(3) 
 

ここで、 ( )k Tγ は、微地形区分 k（表４の微地形区分 ID）のスペクトル増幅率のモデル形状を示し、a～e
は回帰係数である。各微地形区分および最短距離により、スペクトル増幅率を２つに細区分した微地形区分

（ID = 13、15、19）を含め、全部で 23 区分のスペクトル増幅率のモデル化を行った。式(3)で回帰計算をした

ところ、近近似する周期範囲における相関係数が、全ての微地形区分において、0.9 以上と相関が良いことを

確認している。上記式(3)と表４のパラメータより、計算した結果を図５の青線に示す。式(3)のモデルで良く

近似できていることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

{ } { } { }2 3 4
10 10 10 10( ) log ( ) log ( ) log ( ) log ( )k T a b T c T d T e Tγ = + ⋅ + ⋅ + ⋅ + ⋅ (0.1 2.0( ))T s≤ ≤

表４ 各微地形区分における４次関数で平滑化したスペクトル増幅率モデルの回帰係数一覧

図４ 微地形区分ID = 13（後背湿地）、ID = 15（三角州・海岸低地）、ID = 19（埋立地）におけるスペク

トル増幅率の周期と最短距離との関係。黒点線は、検討した細区分の境界線を示す。 
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モデル化したスペクトル増幅率 

平均スペクトル増幅率 

平均スペクトル増幅率の±１σ 
 

図５ 各微地形区分におけるスペクトル増幅率のモデル化の状況 
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断層面(1) 
断層面(2) 

1_山地
2_山麓地
3_丘陵
4_火山地
5_火山山麓地
6_火山性丘陵
7_岩石台地
8_砂礫質台地
9_ローム台地
10_谷底低地
11_扇状地
12_自然堤防
13_後背湿地
14_旧河道
15_三角州・海岸低地
16_砂州・砂礫州
17_砂丘
18_干拓地
19_埋立地

0

0

3

4.2 2007年新潟県中越沖地震における適用例 

4.2 の式(3)より、対象地点での微地形区分 k の ( )k Tγ を求め、Kanno et al.(2006)の工学的基盤相当

（AVS30=300m/s）の応答スペクトル ( )b
jSA T に乗ずることで、地表における応答スペクトル ( )s

jSA T を式(4)
で推定できる。 
 

   (4) 
 
ここで、 

( )s
jSA T  ：観測点 j における予測される地表の加速度応答スペクトル 
( )b

jSA T  ：観測点ｊにおけるKanno et al.(2006)による工学的基盤相当（AVS30 = 300m/s）の加速度応答スペ

クトル 
( )k Tγ  ：表４に示す微地形区分 k におけるモデル化されたスペクトル増幅率 

 

2007 年 7 月 16 日に発生した新潟県中越沖地震に対して、式(4)により地表の応答スペクトルの計算を行った。

計算結果を観測記録の応答スペクトルおよび Kanno et al.(2006)による工学的基盤からの増幅率に基づいて算

出された結果と比較した。対象とした観測点は、先名・他(2008)に示された新潟県中越沖地震による検証結果

と同様、震源距離が 200km以内で、得られた記録が 100gal 以下の地点、計 159 点である。新潟県中越沖地震

の震源断層は地震調査委員会によるもの 10)を使用した。図６に、新潟県中越沖地震の想定断層面の位置と、

K-NET および KiK-net の観測点 159 点をプロットした図を示す。プロットのシンボル型は、先名・他(2008)
による微地形グループＡ（山地系微地形区分：微地形区分 ID = 1～7）、グループＢ（台地系微地形区分：微地

形区分 ID = 8～11）、グループＣ（平地系微地形区分：微地形区分 ID = 12～19）を表し、色は凡例に示す微地

形区分を表す。表５にその断層モデルパラメータ一覧を示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図７に、結果の一例を示す。図に示す黒線が観測記録の加速度応答スペクトル、青線が微動測定結果を用い

た先名・他(2008)による結果、緑線がKanno et al.(2006)に微地形区分のAVS30を用いた補正式で計算した結果、

赤線が本研究の結果である。なお、Kanno et al.(2006)の計算で使用したAVS30 は、松岡・他(2005)の手法にお 

表５ 新潟県中越沖地震本震の断層モデル 

パラメータ一覧 

図６ 計算に使用した新潟県中越沖地震

の断層面と、対象とした観測点(159 点)の
分布。図中のシンボル型は、微地形グルー

プＡ（山地系微地形区分）・Ｂ（台地系微

地形区分）・Ｃ（低地系微地形区分）の区

分を、色は微地形区分を示す。 

( ) ( ) ( )s b
j k jSA T T SA T= ⋅γ (0.1 2.0( ))T s≤ ≤
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図７ 予測値と観測記録の加速度応答スペクトル（５％減衰）の比較（黒線：新潟県中越沖地震の観測結果、

青線：先名・他(2008)による予測結果、緑線：kanno et al.(2006)の微地形区分の AVS30 における予測結

果、赤線：本研究のモデル化による予測結果）※各グラフ上部のキャプションは、上段：K-NETおよびKiK-net

観測点の観測点コードと観測点名、下段：その観測点の微地形区分名_微地形グループ名をそれぞれ示す。
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いて観測点位置における微地形区分の AVS30 について計算したものを用いた。なお、図の左側は山地系微地

形区分（グループA）、中央は台地系微地形区分（グループB）、右側は低地系微地形区分（グループC）での

結果である。本研究の結果（赤線）は、先名・他(2008)の結果（青線）ほど、観測記録（黒線）に見られるよ

うなスペクトルのピークは表現されていないが、Kanno et al.(2006)の補正式による地表の結果（緑線）と比べ

ると、比較的多くの地点で観測記録とより対応がよいことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
図８に、本研究による予測スペクトルに対する観測スペクトルの比の対数標準偏差を●で示し、Kanno et 

al.(2006)の微地形区分のAVS30による予測スペクトルに対する観測スペクトルの比の対数標準偏差を○で示す。

また、参考までに先名・他(2008)の結果を●で示す。本研究の結果は対数標準偏差で 0.26 から 0.33 の範囲であ

り、全体的に見るとKanno et al.(2006)による結果と先名・他(2008)の結果とのほぼ中間程度の結果である。こ

の結果は、微地形区分毎にまとめたスペクトル増幅率の形状が、平均 S 波速度に応じた平均的なスペクトル

増幅率が抽出されるKanno et al.(2006)よりも適切にモデル化されていることを示唆している。しかしながら、

本研究の結果とKanno et al.(2006)の結果の差は大きなものでないことから、「統計的検定」を用い、両者の差

の有意性の検討を行った。 
検定法は、ウイルコクスン（Wilcoxon）の順位和検定 11)を使用した。本研究では、対象とした 159 観測地点

の地震動の応答スペクトルに対して、本研究の手法およびKanno et al.(2006)の手法とのそれぞれの差を取り、

差の小さい方からの順位の総和（検定統計量 W）を検定することで検討が可能である。検定の結果、表６に

示すように対象となる周期のうち 0.1 秒～2.0 秒の 8 割の周期で有意水準 10%以下であり、そのうち 3/4 の周

期について有意水準 5%以下となった。特に、耐震工学的に重要と思われる 0.2～2.0 秒の範囲では、約 8 割で

有意水準が 5%以下である。この結果、有意な差が認められたことになり、本研究のスペクトル増幅率により

精度が向上したといえる。 
次に、本研究により提案した「微地形区分を細区分化したスペクトル増幅率」と「細区分化しないスペク

トル増幅率」について有意差の検定を行った。検定については、スペクトル増幅率の設定において既存の微

地形区分を２つに細分化した、微地形区分 ID = 13、15、19 の 3 つの区分に相当する、合計 12 観測点につい

て、「細区分化したもの（13a、13b、15a、15b、19a、19b の 6 区分）」と「細区分化しなかったもの（13、15、

図８ 新潟県中越沖地震の予測スペクトルに対する観測スペクトルの比の対数標準

偏差（先名・他(2008)による予測結果の場合が●、Kanno et al.(2006)による微地

形区分のAVS30による結果が○、本研究のモデル化による結果が●） 
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19 の 3 区分）」のスペクトル増幅率を計算し、新潟県中越沖地震の応答スペクトルとの差を計算して、統計的

検定を行った。この結果、表７に示すように、全観測地点 159 点と時と同様に、細区分化した微地形区分の

みにおいて、0.17 秒よりも長周期側において有意水準 5%以下であることより、有意な差が認められた。そこ

で、微地形区分を細区分化することで結果が改善されたものと考えられる。 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
５．結論 
 
本研究では、先名・他(2008)の常時微動のH/V スペクトル比からスペクトル増幅率を推定する関係式を使い、

常時微動観測記録を用いて、微地形区分毎に平均スペクトル増幅率を計算した。また、平均スペクトル増幅

率の対数標準偏差が比較的大きい３つの微地形区分においては、地理的指標との関係に基づき、それぞれ２

つに細分化した。これら 23 の微地形区分に対して平均スペクトル増幅率を計算し、４次関数にてモデル化し

た。この結果を用いて、2007 年新潟中越沖地震を対象として、各地点の微地形区分に対応するスペクトル増

幅率モデルを、Kanno et al.(2006)の距離減衰式から推定した工学的基盤相当（AVS30=300m/s）での応答スペク

トルに乗じることにより、各地点での地表における応答スペクトルを推定した。推定された応答スペクトル

は、先名・他(2008)の常時微動に基づくスペクトル増幅率で表現されるピーク形状ほど対応は良くないが、微

地形区分から推定した AVS30 を用いた従前の方法と比べると精度が向上していることを統計的検定により確

認した。したがって、本手法は、日本全国の地表面での応答スペクトルを一律に簡易に推定するための有効

な手法であることが確認されたものと考えられる。 
 
 

表６ 2007 年新潟県中越沖地震の予測スペクトル

159 観測地点の本研究の結果（N1）と Kanno et 
al.(2006)（N2）による検定統計量W の比較 

表７ 2007 年新潟県中越沖地震における細区分化し

た微地形区分（13、15、19）12 観測地点（N1）にお

ける、細区分化しない場合（N2）との差の結果によ

る検定統計量W 
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ABSTRACT 
This study aims to estimate the spectral amplification factor for all of Japan. The spectral amplification 
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factor for each geomorphology is calculated from the H/V spectral ratio of the microtremor with the 
modification factors by Senna et al.(2008). For some geomorphologies, the subdivided units are used. The 
spectral amplification factor is modeled for each geomorphology. For the 2007 Niigata-ken-chuetsu-oki 
earthquake, the proposed method is applied. The estimated spectra show good agreements with the 
observed ones, and the effectiveness of the method is confirmed. 
 
Key Words: Spectral amplification, Geomorphological classification, Response spectrum, Microtremor, 
H/V spectral ratio 


